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報 道 各 位 

株式会社ジャパンエナジー 

大 阪 ガ ス 株 式 会 社 

日商ＬＰガス株式会社 

伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社 

伊藤忠エネクス株式会社 

 

 

液化石油ガス事業の統合新会社について 

 

 

株式会社ジャパンエナジー（以下「Ｊエナジー」），大阪ガス株式会社（以下「大阪ガス」），日商Ｌ

Ｐガス株式会社（以下「日商」），伊藤忠商事株式会社（以下「伊藤忠」）および伊藤忠エネクス株式会

社（以下「エネクス」）は，液化石油ガス（以下「ＬＰＧ」）事業の再編・統合に向けて昨年２月から

検討を開始し，同年１０月，元売・卸売機能を統合する新会社の設立に関して基本合意しております。

今般，その新会社の概要等につきまして，下記のとおり決定しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．統合新会社の概要 

（１）社 名：株式会社ジャパンガスエナジー（以下「ＪＧＥ」） 

           （英文名：JAPAN GAS ENERGY CORPORATION） 

（２）本 社：東京都港区 

（３）代表取締役社長：和泉 潤一（現 Ｊエナジー ＬＰガス部長） 

（４）資 本 金：３５億円(注) 

(注)設立当初の資本金は５億円で，４月中に３５億円へ増資予定。 

（５）設 立 時 期：２００９年４月１日 

（６）株 主 構 成：Ｊエナジー ５１％，日商 ２９％，エネクス ２０％（増資後） 

（７）事 業 内 容：ＬＰＧの輸入，販売（元売・卸売） 

（８）売 上 高：１,６００億円程度（年間） 

（９）輸 入 数 量：１５０万トン（年間） 

（10）販 売 数 量：２２５万トン（年間） 

（11）支 店・営業所：４支店・３営業所体制 

           [支 店]東日本支店（東京都港区），中部支店（愛知県名古屋市）， 

関西支店（大阪府大阪市），西日本支店（広島県広島市） 

           [営業所]北海道営業所（北海道札幌市），東北営業所（宮城県仙台市）， 

北陸営業所（石川県金沢市） 

 

 



２．事業統合の背景・目的 

国内のＬＰＧ業界は，ＬＰＧ輸入価格の高騰や他のエネルギーとの競争激化による需要の伸び悩

みなどを背景として厳しい経営環境下にあります。５社は，各社単独での合理化・効率化ではこう

した難局を乗り切ることは難しいとの認識を共有し，海外調達から小売までのＬＰＧ事業全体を視

野に入れ，連携策を検討してまいりました。 

今般，５社は，効率的かつ安定的にお客様に製品を供給できる総合的な競争力を有するＬＰＧ事

業グループの構築を目指し，その第一ステップとして，ＬＰＧの調達から卸売までの事業領域を統

合・一元化します。 

 

３．事業統合の内容・方法 

J エナジーと日商のＬＰＧ元売事業および卸売事業並びにエネクスのローリー卸売事業を次のと

おり新会社に統合します。また，各社のＬＰＧ海外調達業務を伊藤忠に一元化します。 

（１）J エナジーと日商は，それぞれが営むＬＰＧ元売事業および卸売事業を本年４月１日に分割し，

新設会社であるＪＧＥに承継する共同会社分割（新設分割）を行う。 

（２）エネクスは，本年４月１日に同社および同社子会社が営むローリー卸売事業をＪＧＥに事業譲

渡する。 

（３）ＪＧＥは，本年４月中を目途としてエネクスに第三者割当増資を行い，エネクスはこれを引受

けることで，ＪＧＥに資本参加する。 

 

４．社名の意味 

 新会社の社名「ジャパンガスエナジー」は，ガス体エネルギーの安定供給を通じて，わが国のエネ

ルギー安全保障の一翼を担うという気概を「日本を代表するガス体エネルギー企業」として表すとと

もに，総合的な競争力を有する活力（エナジー）ある企業でありたいという希望を表現したものです。 

以 上 

 

本件に関するお問い合わせ先 

株式会社ジャパンエナジー  総務人事部広報担当  ＴＥＬ：０３（５５７３）６１００ 

大 阪 ガ ス 株 式 会 社  広 報 部 報 道 チ ー ム  ＴＥＬ：０６（６２０５）４５１５ 

日商ＬＰガス株式会社  企 画 管 理 部  ＴＥＬ：０３（３５９５）６７７３ 

伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社  広 報 部 報 道 チ ー ム  ＴＥＬ：０３（３４９７）７２９３ 

伊藤忠エネクス株式会社  経営企画部ＩＲ広報室  ＴＥＬ：０３（６３２７）８００３ 

 



 
各社の概要 

 
１．株式会社ジャパンエナジー 

本  社：東京都港区虎ノ門二丁目 
社  長：松下功夫 
資 本 金：４８０億円 
設  立：２００３年４月 
事業内容：石油開発，石油製品・石油化学製品・ＬＰＧの製造・販売 
売 上 高：３兆１,９３９億円（２００８年３月期） 
従業員数：２,７００名 

 
２．大阪ガス株式会社 

本  社：大阪府大阪市中央区平野町四丁目 
社  長：尾崎 裕 
資 本 金：１,３２１億円 
設  立：１８９７年４月 
事業内容：ガスの製造・供給・販売，ＬＰＧの販売，電力の発電・販売 他 
売 上 高：１兆１,２３８億円（２００８年３月期） 
従業員数：５,４１８名 

 
３．日商ＬＰガス株式会社 

本  社：東京都港区西新橋一丁目 
社  長：新家谷隆夫 
資 本 金：１７億円（大阪ガス：５２.５％，伊藤忠商事：２５％，双日２２.５％） 
設  立：１９９０年５月 
事業内容：ＬＰＧ・ＬＮＧ・石油製品の輸入・販売 
売 上 高：１,４８６億円（２００８年３月期） 
従業員数：５０名 

 
４．伊藤忠商事株式会社 

本  社：東京都港区北青山二丁目 
社  長：小林栄三 
資 本 金：２,０２２億円 
設  立：１９４９年１２月 
事業内容：総合商社 
売 上 高：１２兆４,１２５億円（２００８年３月期） 
従業員数：４,２２２名 

 
５．伊藤忠エネクス株式会社 

本  社：東京都港区芝浦三丁目 
社  長：小寺 明 
資 本 金：１９８億円（伊藤忠商事：５２.１５％） 
設  立：１９６１年１月 
事業内容：石油製品・ＬＰＧの販売 
売 上 高：１兆９３７億円（２００８年３月期） 
従業員数：６００名 

 

参考資料１



 

 
各社のＬＰＧ事業の概要 

 
 

 
ジャパンエナジー 

グループ 
日商ＬＰガス 
グループ 

伊藤忠商事 
伊藤忠エネクス 

グループ 
合 計 

貿易取扱量 
(うち対日取扱量) 
（2007 年度） 

――― ――― 
４００万トン 

(２４０万トン) 
４００万トン 

(２４０万トン) 

輸入量 
（2007 年度） 

 ９０万トン  ４６万トン ――― １３６万トン 

生産量 
（2007 年度） 

 １５万トン ――― ―――  １５万トン 

国内販売量 
（2007 年度） 

１１９万トン  ８７万トン １１０万トン 
２２５万トン 

（注１） 

一次基地 
＜輸入基地＞ 

 
３箇所 

 
茨城県神栖市(鹿島) 
神奈川県川崎市 

岡山県倉敷市(水島) 
 

 
１箇所 

 
三重県四日市市 

 
２箇所 

 
三重県四日市市 

岡山県倉敷市(水島) 

４箇所 
（注２） 

二次基地 
＜中継基地＞ 

 
４箇所 

 
宮城県塩釜市 

静岡県志太郡大井川町 

広島県広島市 

鹿児島県鹿児島市 

 

 
２箇所 

 
広島県広島市 

愛媛県伊予郡松前町 

 

１箇所 
 

長崎県長崎市 
７箇所 

直売軒数  ７万軒 １０万軒 ３３万軒 ５０万軒 

主要販売 
子会社数 

 ３社  １０社  ９社 ２２社 

（注１）ジャパンエナジー，日商ＬＰガス，伊藤忠エネクス相互間の取引等を除いた数値。 
（注２）共同で利用している基地は一箇所として計算した数値。 
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